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要 旨 
国土地理院では，地震発生後概ね 15 分以内に，斜

面崩壊，地すべり，液状化といった地盤災害が発生

した可能性を，震度と地形等の地理的特性との関係

から自動的に予測・推計するシステム（SGDAS）を

開発し（神谷ほか，2014），国土地理院内で運用して

いる．この推計結果は，地震直後においてほとんど

現地の被害情報が得られていない段階で，どこでど

の程度の地盤災害が発生した可能性があるのかを把

握する手がかりとなり，国土交通省の災害対策本部

に提供されるとともに，国土地理院における空中写

真撮影計画の立案等にも利用されている． 
SGDAS による推計結果は，過去の地震事例におい

て一定水準の妥当性が確認されているが（神谷，

2013），2016 年 4 月 16 日 1 時 25 分頃に発生した熊

本地方を震源とする地震の実被害例を用いてその妥

当性を再検証した．その結果，斜面災害予測は実際

の土砂崩壊発生箇所を概ねカバーできていたが，土

砂崩壊が実際にはほとんど発生しなかった地域を過

剰に予測したケースがあり，実際の災害対応での利

用を想定すると予測アルゴリズムまたは脆弱な地質

の評価への寄与方法を改良する必要があることが分

かった．また，液状化予測においては見逃しが多発

したが，予測アルゴリズム自体は実際の発生傾向と

調和的であり，予測に使用する地形分類情報の高分

解能化・細分化が必要であることが分かった．今後

の SGDAS の利活用の方向性も含めて，改良の必要

性等の議論が必要と考える． 
 
1. はじめに 

2016 年 4 月 16 日 1 時 25 分頃に発生した熊本地方

を震源とする地震（Mj7.3，最大震度 7）（以下「2016
年熊本地震」という．）に伴い，熊本平野とその周辺

の山間部及び阿蘇山周辺において，斜面崩壊や地す

べり，液状化等の地盤災害が多数発生した（国土交

通省水管理・国土保全局砂防部，2016；国土地理院，

2016；防災科学技術研究所，2016；地盤工学会，2016；
青山・宇根，2016；若松ほか，2017 など）．2016 年

4 月 14 日 21 時 26 分頃に発生したいわゆる前震

（Mj6.5）においても，最大震度 7 を記録したが，こ

の地震では道路法面の崩壊や崖崩れが数箇所で発生

したのみで，大きな土砂災害は確認されなかった（内

閣府非常災害対策本部，2016）．ただし，液状化は熊

本市，嘉島町，益城町など熊本平野を中心に数百箇

所発生したと報告されている（若松ほか，2017）． 
このような大規模地震，特に夜間に発生した地震

の発生直後においては早期に被害の全容を知ること

は難しいが，災害対応の初動段階では被害の予測情

報が被害集中域を推測する有用な手がかりとなる．

特に，斜面崩壊や地すべり，液状化といった地盤災

害は，震度や地形・地質といった地理的特性が大き

な発生要因となるため，比較的その発生可能性（危

険度）を予測しやすい．そこで国土地理院では，現

地の被害情報がまだ入手できない地震発生後概ね

15 分以内に，地盤災害（斜面崩壊，地すべり，液状

化）の発生可能性情報を災害対策本部等へ提供する

「地震時地盤災害推計システム（Seismic Ground 
Disaster Assessment System: SGDAS；以下「SGDAS」
という．）を開発し，2013 年から運用している（神

谷，2013；神谷ほか，2014）．なお，神谷（2013），
神谷ほか（2014）では，同システムを「地震時地盤

被害予想システム」と呼称しているが，その後，本

稿で用いている「地震時地盤災害推計システム」が

正式名称となっている． 
SGDAS は，地震時の気象庁による推計震度情報

と，標高データ（DEM）から計算される地形量，地

形分類情報，地すべり分布図等の既存情報を組み合

わせて地盤災害の発生可能性を自動的に予測し，国

土地理院内の防災担当部局に配信する．地盤災害の

分布情報が得られている平成 16 年（2004 年）新潟

県中越地震，平成 17 年（2005 年）福岡県西方沖の

地震，平成 19 年（2007 年）新潟県中越沖地震，平

成 20 年（2008 年）岩手・宮城内陸地震，平成 23 年

（2011 年）東北地方太平洋沖地震などで妥当性が検

証されており，実際の災害状況を大きな問題なく予

測・推計できていることが確認されていた（神谷，

2013）が，地盤災害が多発した 2016 年熊本地震でも

妥当性を検証することとした． 
 
2. SGDAS の概要 
 SGDAS の詳細な内容については神谷ほか（2014）
を参照されたいが，ここでは本稿に関連する基本的

な内容を述べておく． 
 SGDAS で発生可能性を予測する地盤災害は，先述
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した斜面崩壊，地すべり，液状化の 3 種類である． 
斜面崩壊の発生可能性は，兵庫県南部地震の六甲

山地における斜面崩壊の実例をもとに作成された

「地震による斜面崩壊危険度判別式」である「六甲

式」（内田ほか，2004）を改良した「修正六甲式」（神

谷ほか，2012）に基づいて予測されている．この方

法では，斜面の傾斜度と曲率及び地震の加速度（地

表最大加速度：PGA[Gal]）を用いて，斜面の崩壊か

非崩壊かを判定し（修正六甲式の計算値が正であれ

ば崩壊，負であれば非崩壊），予測セル内の平均値（負

の値は 0 として計算）を等比的に 0～4 の 5 段階で

分級して表現する．傾斜度と曲率の計算には基盤地

図情報 10m メッシュ標高データを使用し，PGA は

気象庁から配信される推計震度分布情報（250m グリ

ッドサイズ）と気象庁マグニチュードから変換式を

用いて計算されている．ただし，推計震度情報は震

源からの距離減衰式により補正されている（神谷ほ

か，2014）．また，超苦鉄質岩や火砕流堆積物，グリ

ーンタフといった一般的に斜面崩壊しやすいと考え

られる脆弱な地質も考慮されている． 
 地すべりの発生可能性は，防災科学技術研究所

（2017）の地すべり地形分布データ（ただし，使用

しているデータはシステム構築時のデータであり，

防災科学技術研究所（2017）のデータとは必ずしも

一致しない可能性がある）から求めた地すべり地形

の面積率と周辺地質との関係から，過去の地震での

地すべり発生状況を最も説明できる回帰式を用いて

予測されている．予測結果は斜面崩壊と同様，0～4
の 5 段階で表現される． 
 液状化の発生可能性は，地形分類と震度との関係

から経験的に評価する手法（小荒井ほか，2013：表

-1）を用いている．地形分類情報は若松・松岡（2009）
の地形・地盤分類 250m メッシュマップを使用し，

一部の地形区分については基盤地図情報 10m メッ

シュ標高データから計算される勾配や比高によって

細分されている．こちらも地形区分と震度ごとに 0
～4 の 5 段階で表現されている． 
 斜面崩壊と地すべりは一般的には同様の土砂移動

現象であるため，予測結果の出力段階では両者を「斜

面災害」としてまとめた結果も出力している（両者

を重畳し，発生可能性が高い方の結果が採用される）． 
 
3. 検証方法の概要 
3.1 検証に使用したデータ 
今回の検証では，2016 年 4 月 16 日 1 時 25 分頃に

発生した本震のみを対象とした．検証に使用する実

被害分布情報として，斜面崩壊と地すべりの斜面災

害分布は国土地理院（2016）の土砂崩壊地分布図

（2016 年 4 月 16 日，19 日，20 日撮影の空中写真の

判読による 745 地点）を，液状化発生分布は 2016 年

4 月 16，19，20 日に国土地理院が撮影した空中写真

を独自に判読した結果を用いた．それぞれの分布の

判読範囲を図-1に示す．これらの地盤災害情報には，

2016 年 4 月 16 日以降の規模の大きな余震で二次的

に発生したものも含まれている可能性があるが，そ

の数は少なく，影響は小さいと考えた． 
国土地理院（2016）の土砂崩壊地分布図では，急

傾斜地の崩壊，地すべり，土石流を 1 つの項目にま

とめて表現しているため，検証においては先述の「斜

面災害」の予測結果を用いた．液状化発生地点分布

は，空中写真（オルソ画像）の判読のみで作成して

おり，現地確認等は実施していないため，特に山間

地での過剰抽出等の誤判読箇所が含まれている可能

性があるが，地盤工学会（2016）や青山・宇根（2016），
若松ほか（2017）による液状化発生分布図と目視で

比較した限りでは大きな誤りはないと判断した．な

お，地盤災害情報の判読に用いられている空中写真

は SGDAS の評価範囲全域をカバーしていないため，

 
表-1 SGDAS の液状化発生可能性予測に使用している小荒井ほか（2013）の震度と地形分類による判定テーブル

（一部改変）．表中の数値が SGDAS における液状化発生可能性を示す． 
 

・⼭地 
・丘陵 
・⽕⼭地 
・⽕⼭性丘
陵 

・磯・岩礁 
・⽔域 

・⼭麓地 
・⽕⼭⼭麓
地 

・岩⽯台地 
・ローム台地 

・扇状地 
(勾配 1/100
以上) 
・砂礫質台
地 

・扇状地 
(勾配 1/100
未満) 
・砂丘 

・⾃然堤防 
(⽐⾼ 5m 
以上) 
・砂州・砂礫
州 

・後背湿地 
・⾕底低地 
(勾配 1/100
以上) 

・⼲拓地 
・三⾓州・海
岸低地 

・⾃然堤防 
(⽐⾼ 5m 
未満) 
・⾕底低地 
(勾配 1/100
未満) 

・低地隣接
砂丘縁 

・砂州・砂丘
間低地 

・埋⽴地 
・旧河道 
・河原 

7 0 1 2 3 4 4 4
6 強 0 0 1 2 3 4 4
6 弱 0 0 0 1 2 3 4
5 強 0 0 0 0 1 2 3
5 弱 0 0 0 0 0 1 2

ここでの検証は空中写真の撮影（判読）範囲内のみ

で実施した． 
 
3.2 検証に際しての前提条件 

SGDAS における地盤災害の発生可能性予測は，対

象地域の広さに応じて 250m～4km のグリッドサイ

ズで行われ，ラスタデータとして出力される．今回

の 2016年熊本地震の場合は 500mグリッドサイズで

出力された．先述のように，地形量の計算には基盤

地図情報 10m メッシュ標高データが使用されてい

るが，気象庁から配信される推計震度分布情報が

250m グリッドサイズであるため，予測の最小単位は

250m グリッドサイズとなっている．また，発生可能

性は 0～4 の 5 段階で表現されるが，いずれの災害

種においても発生可能性の相対的な大小をセルごと

に示しているに過ぎない．つまり，250m 等の予測セ

ルよりも小さな空間スケールにおける個々の地盤災

害の絶対的な位置や規模を予測しているわけではな

いため，その妥当性検証においても個々の災害発生

位置や規模と比較することは意味がなく，相対的な

評価が必要となる． 
 

3.3 検証方法 
神谷（2013）では，検証用の地盤災害情報の判読

範囲内において，発生可能性 0～4 の各総セル数の

うち，地盤災害発生地点が含まれるセルの割合（発

現率）を求め，その大小から定性的に妥当性を判断

している．この検証方法では，発生可能性が大きく

なるにつれて発現率が大きくなるほど妥当性は高い

と言える．表-2 に示したように，発生可能性が 0 で

の発現率は予測セル単位でみた場合の「見逃し率」

に相当する．厳密な見逃し率は全予測セル数に対す

る発生可能性 0 での災害発生セル数の割合であるが，

ここでは発生可能性 0 の予測セル数が圧倒的に多い

ため，発生可能性 0 での発現率を見逃し率相当とみ

なした．発生可能性が 1～4 全体での発現率は，「一

致率」に相当し，発現率の数値そのものが大きいほ

ど「空振り率」は低いと言える． 
予測の妥当性という観点では，上記の一致率が高

く，見逃し率と空振り率が低いことが理想であるが，

安全側にみれば空振り率の重要性は相対的に高くな

い．一方で，実際の災害対応での利用（例えば，災

害が高密度に発生していそうな場所の空中写真撮影

計画を立てる場合）を想定すると，より発生可能性

が大きい場所，すなわち発生可能性 3～4 の場所が

ある程度の広がりをもって集中して分布している箇

所が重要となり，発生可能性 3～4 での一致率が高

く，見逃し率及び空振り率が低いことが望ましい．

また，発生可能性の大きい場所の集中領域と実際の

災害発生箇所の集中度合いの一致性を確認するため

 
図-1  検証範囲（背景図は地理院地図を使用） 
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表-1 SGDAS の液状化発生可能性予測に使用している小荒井ほか（2013）の震度と地形分類による判定テーブル

（一部改変）．表中の数値が SGDAS における液状化発生可能性を示す． 
 

・⼭地 
・丘陵 
・⽕⼭地 
・⽕⼭性丘
陵 

・磯・岩礁 
・⽔域 

・⼭麓地 
・⽕⼭⼭麓
地 

・岩⽯台地 
・ローム台地 

・扇状地 
(勾配 1/100
以上) 
・砂礫質台
地 

・扇状地 
(勾配 1/100
未満) 
・砂丘 

・⾃然堤防 
(⽐⾼ 5m 
以上) 
・砂州・砂礫
州 

・後背湿地 
・⾕底低地 
(勾配 1/100
以上) 

・⼲拓地 
・三⾓州・海
岸低地 

・⾃然堤防 
(⽐⾼ 5m 
未満) 
・⾕底低地 
(勾配 1/100
未満) 

・低地隣接
砂丘縁 

・砂州・砂丘
間低地 

・埋⽴地 
・旧河道 
・河原 

7 0 1 2 3 4 4 4
6 強 0 0 1 2 3 4 4
6 弱 0 0 0 1 2 3 4
5 強 0 0 0 0 1 2 3
5 弱 0 0 0 0 0 1 2

ここでの検証は空中写真の撮影（判読）範囲内のみ

で実施した． 
 
3.2 検証に際しての前提条件 

SGDAS における地盤災害の発生可能性予測は，対

象地域の広さに応じて 250m～4km のグリッドサイ

ズで行われ，ラスタデータとして出力される．今回

の 2016年熊本地震の場合は 500mグリッドサイズで

出力された．先述のように，地形量の計算には基盤

地図情報 10m メッシュ標高データが使用されてい

るが，気象庁から配信される推計震度分布情報が

250m グリッドサイズであるため，予測の最小単位は

250m グリッドサイズとなっている．また，発生可能

性は 0～4 の 5 段階で表現されるが，いずれの災害

種においても発生可能性の相対的な大小をセルごと

に示しているに過ぎない．つまり，250m 等の予測セ

ルよりも小さな空間スケールにおける個々の地盤災

害の絶対的な位置や規模を予測しているわけではな

いため，その妥当性検証においても個々の災害発生

位置や規模と比較することは意味がなく，相対的な

評価が必要となる． 
 

3.3 検証方法 
神谷（2013）では，検証用の地盤災害情報の判読

範囲内において，発生可能性 0～4 の各総セル数の

うち，地盤災害発生地点が含まれるセルの割合（発

現率）を求め，その大小から定性的に妥当性を判断

している．この検証方法では，発生可能性が大きく

なるにつれて発現率が大きくなるほど妥当性は高い

と言える．表-2 に示したように，発生可能性が 0 で

の発現率は予測セル単位でみた場合の「見逃し率」

に相当する．厳密な見逃し率は全予測セル数に対す

る発生可能性 0 での災害発生セル数の割合であるが，

ここでは発生可能性 0 の予測セル数が圧倒的に多い

ため，発生可能性 0 での発現率を見逃し率相当とみ

なした．発生可能性が 1～4 全体での発現率は，「一

致率」に相当し，発現率の数値そのものが大きいほ

ど「空振り率」は低いと言える． 
予測の妥当性という観点では，上記の一致率が高

く，見逃し率と空振り率が低いことが理想であるが，

安全側にみれば空振り率の重要性は相対的に高くな

い．一方で，実際の災害対応での利用（例えば，災

害が高密度に発生していそうな場所の空中写真撮影

計画を立てる場合）を想定すると，より発生可能性

が大きい場所，すなわち発生可能性 3～4 の場所が

ある程度の広がりをもって集中して分布している箇

所が重要となり，発生可能性 3～4 での一致率が高

く，見逃し率及び空振り率が低いことが望ましい．

また，発生可能性の大きい場所の集中領域と実際の

災害発生箇所の集中度合いの一致性を確認するため

 
図-1  検証範囲（背景図は地理院地図を使用） 
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に，①発生可能性ごとの災害発生地点数と災害発生

密度（単位面積あたりの災害発生地点数）の算出，

②発生可能性が大きい場所が集中していると目視で

判断できる領域と実際の災害発生地点のカーネル密

度分布の比較を実施することとした．ここでは，実

際の災害発生地点情報を使用したため，1 セル内に

複数の発生地点があった場合はそのままその発生地

点数がカウントされる．上記①では，検証範囲内の

各発生可能性において，どれくらい実際の災害発生

地点が集まっているかを定量的に比較することがで

き，発生可能性が大きい場所ほど災害発生密度が大

きいほど妥当性が高いと言える．上記②は，地盤災

害発生可能性が大きい場所の集中領域と，実際の災

害発生地点の高密度分布域の空間分布を定性的に比

較するものであり，両者が重なり合うほど妥当性が

高いと言える．なお，災害発生地点のカーネル密度

分布は 250m グリッドのセルごとに半径 1km の範囲

で計算した． 
 以上，本検証方法をまとめると，以下の 3 つとな

る． 
（検証 1）発生可能性の段階ごとに災害発生地点の

発現率を求め，予測セル単位でみた場合の一致

率・見逃し率・空振り率を定性的に評価 
（検証 2）発生可能性の段階ごとの災害発生地点数

と災害発生密度を求め（上記①），発生可能性の

大きい場所と実際の災害発生箇所の集中度合

いを定性的に評価 
（検証 3）発生可能性が大きい場所の集中領域と実

際の災害発生地点のカーネル密度分布を比較

し（上記②），両者の重なり度合いを定性的に評

価 
 
4. 検証結果 
4.1 斜面災害での検証結果 

SGDAS による斜面災害（斜面崩壊＋地すべり）の

発生可能性分布図と，国土地理院（2016）による土

砂崩壊地分布図を重ね合わせたものを図-2 に示す．

この図を見ると，実際の土砂崩壊発生地点は阿蘇山

（中央火口丘群）の西部地域や阿蘇外輪山の急傾斜

地，起震断層となった布田川断層沿いに集中してい

ることが分かる．一方，SGDAS により斜面災害の発

生可能性があると予測された地域は，より広範囲に

わたって分布しており，特に発生可能性の大きい地

域は，実際の土砂崩壊の集中地域でもある阿蘇中央

火口丘一帯やその西部地域，阿蘇外輪山の急傾斜地

のほか，阿蘇外輪山北西部の山地部や阿蘇山の南南

西方の山地部（益城山地や九州山地南部北縁；これ

らの山地名は町田ほか（2001）による）にも広がっ

ている． 
 
4.1.1 検証 1 における斜面災害予測の評価結果 
斜面災害の発生可能性ごとのセル数と土砂崩壊発

生地点の発現率を図-3 に示す．この図を見ると，発

生可能性が大きくなるほど発現率も大きくなってお

り，相対的には妥当な予測ができていると考えられ

る．一方で，予測セル単位でみた場合の一致率（発

生可能性1～4全体の発現率）を計算すると6.7%で，

発生可能性 3～4 に限っても 19.2%となり，空振り率

が大きいことが分かる．発生可能性 0 での発現率は

0.4%であり，見逃し率は小さい． 
 
4.1.2 検証 2 における斜面災害予測の評価結果 

発生可能性ごとの土砂崩壊発生地点数と土砂崩壊

発生密度を図-4 に示す．これを見ると，土砂崩壊発

生地点数自体は発生可能性 3 で 300 地点と最も多く

（全発生地点数 745 地点の 40.3%），次いで発生可能

性 2 が 230 地点となっている（同 30.9%）が，土砂

崩壊発生密度は発生可能性が大きくなるほど大きく

なっており，発生可能性 4 で突出している（約 3.4
個/km2）．これは，SGDAS が斜面災害の発生可能性

が大きいと予測した範囲（特に発生可能性 4 の範囲）

において実際の土砂崩壊が集中して発生したことを

示しており，土砂崩壊発生密度が大きい場所につい

ては，SGDAS は概ね適切に予測できていると言え

る． 

表-2 検証指数の定義と求め方（気象庁ホームページ

（ http://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/kensho/ex
planation.html）を参考に作成） 

⼀致率 予測が｢発⽣可能性あり｣だった場合だけを取り出
して，そのうち実際が｢発⽣あり｣となった割合 

⾒逃し率 
予測が｢発⽣可能性なし｣だったのに実際が｢発⽣
あり｣となった場合（⾒逃し回数）の全予測数に
対する割合 

空振り率 
予測が｢発⽣可能性あり｣だったのに実際が｢発⽣
なし｣となった場合（空振り回数）の全予測数に
対する割合 

n: 全予
測数 

予測 
発⽣可能性

あり 
発⽣可能性

なし 計 

実
際 

発⽣
あり a b n1=(a+b) 

発⽣
なし c d n2=(c+d) 

計 m1=(a+c) m2=(b+d) n=(a+b+c+d)
 
 ⼀致率(%)＝a÷m1×100 (=発⽣可能性 1〜4 全体の発

現率) 
 ⾒逃し率 (%)＝b÷n×100 (≒発⽣可能性 0 の発現率=b

÷m2×100) 
 空振り率 (%)＝c÷n×100 (≒100-発⽣可能性 1〜4 全

体の発現率＝c÷m1×100) 

 

 
図-2  SGDAS による斜面災害（斜面崩壊＋地すべり）の発生可能性分布図と土砂崩壊発生地点の重ね合わせ．

上図：判読範囲全域，下図：阿蘇山周辺の拡大図．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に

作成． 
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に，①発生可能性ごとの災害発生地点数と災害発生

密度（単位面積あたりの災害発生地点数）の算出，

②発生可能性が大きい場所が集中していると目視で

判断できる領域と実際の災害発生地点のカーネル密

度分布の比較を実施することとした．ここでは，実

際の災害発生地点情報を使用したため，1 セル内に

複数の発生地点があった場合はそのままその発生地

点数がカウントされる．上記①では，検証範囲内の

各発生可能性において，どれくらい実際の災害発生

地点が集まっているかを定量的に比較することがで

き，発生可能性が大きい場所ほど災害発生密度が大

きいほど妥当性が高いと言える．上記②は，地盤災

害発生可能性が大きい場所の集中領域と，実際の災

害発生地点の高密度分布域の空間分布を定性的に比

較するものであり，両者が重なり合うほど妥当性が

高いと言える．なお，災害発生地点のカーネル密度

分布は 250m グリッドのセルごとに半径 1km の範囲

で計算した． 
 以上，本検証方法をまとめると，以下の 3 つとな

る． 
（検証 1）発生可能性の段階ごとに災害発生地点の

発現率を求め，予測セル単位でみた場合の一致

率・見逃し率・空振り率を定性的に評価 
（検証 2）発生可能性の段階ごとの災害発生地点数

と災害発生密度を求め（上記①），発生可能性の

大きい場所と実際の災害発生箇所の集中度合

いを定性的に評価 
（検証 3）発生可能性が大きい場所の集中領域と実

際の災害発生地点のカーネル密度分布を比較

し（上記②），両者の重なり度合いを定性的に評
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4. 検証結果 
4.1 斜面災害での検証結果 

SGDAS による斜面災害（斜面崩壊＋地すべり）の

発生可能性分布図と，国土地理院（2016）による土

砂崩壊地分布図を重ね合わせたものを図-2 に示す．

この図を見ると，実際の土砂崩壊発生地点は阿蘇山

（中央火口丘群）の西部地域や阿蘇外輪山の急傾斜

地，起震断層となった布田川断層沿いに集中してい

ることが分かる．一方，SGDAS により斜面災害の発

生可能性があると予測された地域は，より広範囲に

わたって分布しており，特に発生可能性の大きい地

域は，実際の土砂崩壊の集中地域でもある阿蘇中央

火口丘一帯やその西部地域，阿蘇外輪山の急傾斜地

のほか，阿蘇外輪山北西部の山地部や阿蘇山の南南

西方の山地部（益城山地や九州山地南部北縁；これ

らの山地名は町田ほか（2001）による）にも広がっ

ている． 
 
4.1.1 検証 1 における斜面災害予測の評価結果 
斜面災害の発生可能性ごとのセル数と土砂崩壊発

生地点の発現率を図-3 に示す．この図を見ると，発

生可能性が大きくなるほど発現率も大きくなってお

り，相対的には妥当な予測ができていると考えられ

る．一方で，予測セル単位でみた場合の一致率（発

生可能性1～4全体の発現率）を計算すると6.7%で，

発生可能性 3～4 に限っても 19.2%となり，空振り率

が大きいことが分かる．発生可能性 0 での発現率は

0.4%であり，見逃し率は小さい． 
 
4.1.2 検証 2 における斜面災害予測の評価結果 

発生可能性ごとの土砂崩壊発生地点数と土砂崩壊

発生密度を図-4 に示す．これを見ると，土砂崩壊発

生地点数自体は発生可能性 3 で 300 地点と最も多く

（全発生地点数 745 地点の 40.3%），次いで発生可能

性 2 が 230 地点となっている（同 30.9%）が，土砂

崩壊発生密度は発生可能性が大きくなるほど大きく

なっており，発生可能性 4 で突出している（約 3.4
個/km2）．これは，SGDAS が斜面災害の発生可能性

が大きいと予測した範囲（特に発生可能性 4 の範囲）

において実際の土砂崩壊が集中して発生したことを

示しており，土砂崩壊発生密度が大きい場所につい

ては，SGDAS は概ね適切に予測できていると言え

る． 

表-2 検証指数の定義と求め方（気象庁ホームページ

（ http://www.data.jma.go.jp/fcd/yoho/kensho/ex
planation.html）を参考に作成） 

⼀致率 予測が｢発⽣可能性あり｣だった場合だけを取り出
して，そのうち実際が｢発⽣あり｣となった割合 

⾒逃し率 
予測が｢発⽣可能性なし｣だったのに実際が｢発⽣
あり｣となった場合（⾒逃し回数）の全予測数に
対する割合 

空振り率 
予測が｢発⽣可能性あり｣だったのに実際が｢発⽣
なし｣となった場合（空振り回数）の全予測数に
対する割合 

n: 全予
測数 

予測 
発⽣可能性

あり 
発⽣可能性

なし 計 

実
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発⽣
あり a b n1=(a+b) 

発⽣
なし c d n2=(c+d) 

計 m1=(a+c) m2=(b+d) n=(a+b+c+d)
 
 ⼀致率(%)＝a÷m1×100 (=発⽣可能性 1〜4 全体の発

現率) 
 ⾒逃し率 (%)＝b÷n×100 (≒発⽣可能性 0 の発現率=b

÷m2×100) 
 空振り率 (%)＝c÷n×100 (≒100-発⽣可能性 1〜4 全

体の発現率＝c÷m1×100) 
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4.1.3 検証 3 における斜面災害予測の評価結果 
 図-2における発生可能性が大きい場所の集中領域

と，実際の土砂崩壊発生地点のカーネル密度分布を

重ねたものを図-5 に示す．ここでは熊本県域の主な

土砂崩壊発生地点をカバーする範囲を表示している．

これによると，SGDAS による斜面災害の発生可能性

が大きい場所の集中領域は，阿蘇山の西側の一部を

除いて土砂崩壊地点のカーネル分布密度が大きい

（半径 1km の円内の発生数が 10 個以上）場所を概

ねカバーできているが，益城山地やその南方の九州

山地南部北縁付近では過剰に予測しており，SGDAS
による予測の妥当性は高くないと判断される． 
 
4.2 液状化での検証結果 

SGDAS による液状化の発生可能性分布図と，空中

写真から独自に判読した液状化発生地点分布図を重

ね合わせたものを図-6 に示す．この図を見ると，実

際の液状化は熊本平野一帯と阿蘇谷，南郷谷におい

て高密度に，また，八代平野や白川中流部，益城山

地の谷底部において離散的に発生しているのに対し，

SGDAS により液状化発生可能性があると予測され

た地域は，熊本平野一帯，八代平野一帯，菊池平野

一帯，白川中流部，阿蘇谷であり，特に発生可能性

が高いと予測されたのは熊本平野と八代平野，白川

中流部であることが分かる． 
 
4.2.1 検証 1 における液状化予測の評価結果 

液状化の発生可能性ごとのセル数と液状化発生地

点の発現率を図-7 に示す．この図を見ると，発生可

能性が大きくなるほど発現率も大きくなっており，

相対的には妥当な予測ができていると考えられる．

一方で，予測セル単位でみた場合の一致率は，発生

可能性 3～4 に限ってみても 39.1%であり，斜面災害

のケースと同様に空振り率が大きい．発生可能性 0
での発現率は 6.0%であり，見逃し率の数値自体はそ

れほど大きくないが，図-6 を見る限りは見逃し地点

は多い印象がある．これは，見逃された液状化発生

地点を含むセル数に対して発生可能性 0 の予測セル

数が極端に大きいためであり，実際には見逃し地点

数は多い（後述の検証 2）． 
 
4.2.2 検証 2 における液状化予測の評価結果 

発生可能性ごとの液状化発生地点数と液状化発生

密度を図-8 に示す．これを見ると，発生可能性 0，
すなわち液状化が発生する可能性が無いと予測され

た範囲での液状化発生地点数は全発生地点数

（10,568 箇所）の約 36%にのぼり，見逃された液状

化発生地点の割合が大きい．また，液状化発生密度

図-3  斜面災害の発生可能性ごとのセル数（灰色棒グ

ラフ）と土砂崩壊発生セル数（赤枠棒グラフ）及

び土砂崩壊発生地点の発現率（折れ線グラフ）．

発生可能性 0 のセル数は極端に大きいため，棒

グラフの一部を省略． 
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図-4  斜面災害の発生可能性ごとの土砂崩壊発生地点

数（棒グラフ）と土砂崩壊発生密度（折れ線グラ

フ） 
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は発生可能性 1 で最も大きくなっており，発生可能

性が大きいほど発生密度も大きくなる傾向は見られ

ない．これらの結果は，SGDAS が液状化の発生可能

性が無いまたは低いと予測した範囲でも実際の液状

化が多発したことを示しており，本検証方法からは

SGDAS の液状化予測の妥当性は低いと判断される． 
 
4.2.3 検証 3 における液状化予測の評価結果 

図-6における発生可能性が大きい場所の集中領域

と，実際の液状化発生地点のカーネル密度分布を重

ねたものを図-9 に示す．これによると，SGDAS によ

る液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域は，

熊本平野の液状化発生地点の高密度分布域をカバー

できているものの，阿蘇谷や南郷谷の高密度分布域

はカバーできていない．一方で，実際には液状化が

発生しなかった菊池平野において過剰に予測してい

ることが分かる．ただし，若松ほか（2017）による

と菊池平野の沿岸部では液状化が発生しており，独

自の液状化発生地の判読に漏れがある可能性がある． 
 
5. 検証結果の要因分析と考察 
5.1 斜面災害のケース 

斜面災害の場合，見逃し率が低く（図-3），土砂崩

壊発生密度が発生可能性 4 で突出して大きい（図-4）
点からは概ね妥当な結果と言えたが，全体としては

低一致率・高空振り率であり（図-3），発生可能性が

大きい場所の集中領域と実際の土砂崩壊発生地点の

高カーネル密度領域とは必ずしも重ならず（図-5），
過剰予測が見られた． 
今回の斜面災害の発生可能性は斜面崩壊と地すべ

りの発生可能性を統合したものであるが，防災科学

技術研究所（2017）の地すべり地形分布によると，

今回の検証地域では地すべり地形は局所的かつ疎ら

に分布しているため，発生可能性はほぼ斜面崩壊の

予測結果ということになる．斜面崩壊の発生可能性

予測は主に神谷ほか（2012）による修正六甲式に基

づいて行われるが，この方法で斜面崩壊判定に使用

している指標のうち，傾斜度と PGA の寄与率が大

きいため，まず検証地域の傾斜度と PGA の計算元

である推計震度分布を確認し，実際の土砂崩壊発生

地点及び斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域との関係を調べることとした． 
斜面の傾斜度と実際の土砂崩壊発生地点及び図-5

で示した斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域を重ね合わせたものを図-10 に，傾斜度帯ごと

の土砂崩壊発生地点数のヒストグラムと土砂崩壊発

生密度を図-11 に，斜面災害の発生可能性が大きい

場所の集中領域内の傾斜度ヒストグラムを図-12 に

示す．また，推計震度分布図と実際の土砂崩壊発生

地点及び斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域を重ね合わせたものを図-13 に，推計震度ごと

の土砂崩壊地点数と土砂崩壊発生密度を図-14 に， 

 
図-5  SGDAS による斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域と土砂崩壊発生地点のカーネル

密度分布の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成． 
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4.1.3 検証 3 における斜面災害予測の評価結果 
 図-2における発生可能性が大きい場所の集中領域

と，実際の土砂崩壊発生地点のカーネル密度分布を

重ねたものを図-5 に示す．ここでは熊本県域の主な

土砂崩壊発生地点をカバーする範囲を表示している．

これによると，SGDAS による斜面災害の発生可能性

が大きい場所の集中領域は，阿蘇山の西側の一部を

除いて土砂崩壊地点のカーネル分布密度が大きい

（半径 1km の円内の発生数が 10 個以上）場所を概

ねカバーできているが，益城山地やその南方の九州

山地南部北縁付近では過剰に予測しており，SGDAS
による予測の妥当性は高くないと判断される． 
 
4.2 液状化での検証結果 

SGDAS による液状化の発生可能性分布図と，空中

写真から独自に判読した液状化発生地点分布図を重

ね合わせたものを図-6 に示す．この図を見ると，実

際の液状化は熊本平野一帯と阿蘇谷，南郷谷におい

て高密度に，また，八代平野や白川中流部，益城山

地の谷底部において離散的に発生しているのに対し，

SGDAS により液状化発生可能性があると予測され

た地域は，熊本平野一帯，八代平野一帯，菊池平野

一帯，白川中流部，阿蘇谷であり，特に発生可能性

が高いと予測されたのは熊本平野と八代平野，白川

中流部であることが分かる． 
 
4.2.1 検証 1 における液状化予測の評価結果 

液状化の発生可能性ごとのセル数と液状化発生地

点の発現率を図-7 に示す．この図を見ると，発生可

能性が大きくなるほど発現率も大きくなっており，

相対的には妥当な予測ができていると考えられる．

一方で，予測セル単位でみた場合の一致率は，発生

可能性 3～4 に限ってみても 39.1%であり，斜面災害

のケースと同様に空振り率が大きい．発生可能性 0
での発現率は 6.0%であり，見逃し率の数値自体はそ

れほど大きくないが，図-6 を見る限りは見逃し地点

は多い印象がある．これは，見逃された液状化発生

地点を含むセル数に対して発生可能性 0 の予測セル

数が極端に大きいためであり，実際には見逃し地点

数は多い（後述の検証 2）． 
 
4.2.2 検証 2 における液状化予測の評価結果 

発生可能性ごとの液状化発生地点数と液状化発生

密度を図-8 に示す．これを見ると，発生可能性 0，
すなわち液状化が発生する可能性が無いと予測され

た範囲での液状化発生地点数は全発生地点数

（10,568 箇所）の約 36%にのぼり，見逃された液状

化発生地点の割合が大きい．また，液状化発生密度

図-3  斜面災害の発生可能性ごとのセル数（灰色棒グ

ラフ）と土砂崩壊発生セル数（赤枠棒グラフ）及

び土砂崩壊発生地点の発現率（折れ線グラフ）．

発生可能性 0 のセル数は極端に大きいため，棒

グラフの一部を省略． 
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図-4  斜面災害の発生可能性ごとの土砂崩壊発生地点

数（棒グラフ）と土砂崩壊発生密度（折れ線グラ

フ） 
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は発生可能性 1 で最も大きくなっており，発生可能

性が大きいほど発生密度も大きくなる傾向は見られ

ない．これらの結果は，SGDAS が液状化の発生可能

性が無いまたは低いと予測した範囲でも実際の液状

化が多発したことを示しており，本検証方法からは

SGDAS の液状化予測の妥当性は低いと判断される． 
 
4.2.3 検証 3 における液状化予測の評価結果 

図-6における発生可能性が大きい場所の集中領域

と，実際の液状化発生地点のカーネル密度分布を重

ねたものを図-9 に示す．これによると，SGDAS によ

る液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域は，

熊本平野の液状化発生地点の高密度分布域をカバー

できているものの，阿蘇谷や南郷谷の高密度分布域

はカバーできていない．一方で，実際には液状化が

発生しなかった菊池平野において過剰に予測してい

ることが分かる．ただし，若松ほか（2017）による

と菊池平野の沿岸部では液状化が発生しており，独

自の液状化発生地の判読に漏れがある可能性がある． 
 
5. 検証結果の要因分析と考察 
5.1 斜面災害のケース 

斜面災害の場合，見逃し率が低く（図-3），土砂崩

壊発生密度が発生可能性 4 で突出して大きい（図-4）
点からは概ね妥当な結果と言えたが，全体としては

低一致率・高空振り率であり（図-3），発生可能性が

大きい場所の集中領域と実際の土砂崩壊発生地点の

高カーネル密度領域とは必ずしも重ならず（図-5），
過剰予測が見られた． 
今回の斜面災害の発生可能性は斜面崩壊と地すべ

りの発生可能性を統合したものであるが，防災科学

技術研究所（2017）の地すべり地形分布によると，

今回の検証地域では地すべり地形は局所的かつ疎ら

に分布しているため，発生可能性はほぼ斜面崩壊の

予測結果ということになる．斜面崩壊の発生可能性

予測は主に神谷ほか（2012）による修正六甲式に基

づいて行われるが，この方法で斜面崩壊判定に使用

している指標のうち，傾斜度と PGA の寄与率が大

きいため，まず検証地域の傾斜度と PGA の計算元

である推計震度分布を確認し，実際の土砂崩壊発生

地点及び斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域との関係を調べることとした． 
斜面の傾斜度と実際の土砂崩壊発生地点及び図-5

で示した斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域を重ね合わせたものを図-10 に，傾斜度帯ごと

の土砂崩壊発生地点数のヒストグラムと土砂崩壊発

生密度を図-11 に，斜面災害の発生可能性が大きい

場所の集中領域内の傾斜度ヒストグラムを図-12 に

示す．また，推計震度分布図と実際の土砂崩壊発生

地点及び斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域を重ね合わせたものを図-13 に，推計震度ごと

の土砂崩壊地点数と土砂崩壊発生密度を図-14 に， 

 
図-5  SGDAS による斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域と土砂崩壊発生地点のカーネル

密度分布の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成． 
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図-6  SGDAS による液状化の発生可能性分布図と液状化発生地点の重ね合わせ． 

上図：判読範囲全域，左下図：熊本平野の拡大図，右下図：阿蘇山周辺の拡大図．背景の陰影図は基盤

地図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級河川データは国土数値情報を使用． 

 

 
図-9  SGDAS による液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域と液状化発生地点のカーネル密度分布

の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級河川データは国土

数値情報を使用． 

図-7  液状化の発生可能性ごとのセル数（灰色棒グラ

フ）と液状化発生セル数（赤枠棒グラフ）及び液

状化発生地点の発現率（折れ線グラフ）．発生可

能性 0 のセル数は極端に大きいため，棒グラフ

の一部を省略． 

図-8  液状化の発生可能性ごとの液状化発生地点数（棒

グラフ）と液状化発生密度（折れ線グラフ） 
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図-6  SGDAS による液状化の発生可能性分布図と液状化発生地点の重ね合わせ． 

上図：判読範囲全域，左下図：熊本平野の拡大図，右下図：阿蘇山周辺の拡大図．背景の陰影図は基盤

地図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級河川データは国土数値情報を使用． 

 

 
図-9  SGDAS による液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域と液状化発生地点のカーネル密度分布

の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級河川データは国土

数値情報を使用． 

図-7  液状化の発生可能性ごとのセル数（灰色棒グラ

フ）と液状化発生セル数（赤枠棒グラフ）及び液

状化発生地点の発現率（折れ線グラフ）．発生可

能性 0 のセル数は極端に大きいため，棒グラフ

の一部を省略． 

図-8  液状化の発生可能性ごとの液状化発生地点数（棒

グラフ）と液状化発生密度（折れ線グラフ） 
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図-10  斜面の傾斜度と土砂崩壊発生地点及び図-5 で示した斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域の重ね合わ

せ図．斜面の傾斜度は基盤地図情報 10m メッシュ標高を用いて算出． 
 

 

図-11  傾斜度帯ごとの土砂崩壊発生地点数のヒスト

グラムと土砂崩壊発生密度（折れ線グラフ）．0
～50 度までは 5 度ごと，50 度以上は 10 度ご

との区間としている． 

 

 

図-12  斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領

域内の傾斜度ヒストグラムと累積比率．0～50
度までは 5 度ごと，50 度以上は 10 度ごとの区

間としている． 
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斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域内の

推計震度別セル数を図-15 に示す． 
図-10～12 を見ると，実際の土砂崩壊発生地点は

傾斜度 35～40 度をピークとした 15～50 度の範囲に

分布しているが，見方によっては 25～30 度と 35～
40 度をピークとするバイモーダルな分布とも捉え

られる．発生密度は傾斜度 50 度以上で極端に大き

い．これに対し，斜面災害の発生可能性が大きい場

所の集中領域は，主に傾斜度 15～20 度をピークと

した 5～40 度の範囲に分布していることが分かる．

この数値だけを見ると，斜面災害の発生可能性が大

きい場所の集中領域の方が緩傾斜地に分布している

ように捉えられるが，これは土砂崩壊発生地点が点

データであるのに対して，斜面災害の発生可能性が

大きい場所の集中領域は面データであるため，より

緩傾斜の領域も計上していることによると考えられ

る．実際，図-10 を見ると，斜面災害の発生可能性が

大きい場所の集中領域は相対的に急傾斜地に分布し

ている． 
図-13～15 を見ると，実際の土砂崩壊発生地点の

ほとんど（93.5%）は震度 6 弱以上に分布しているの

に対し，斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中

領域は，震度 6 弱をピークとして震度 5 強以上に分

布していることが分かる．つまり，後者の方がより

推計震度が小さい領域に分布していると言える． 
以上を踏まえながら，斜面災害の発生可能性が過

剰予測された益城山地や九州山地南部北縁を見ると，

主に震度 5 強が分布し，全体的に傾斜度が大きくな

っていることが分かる．他の震度 5 強の範囲では斜

面災害の発生可能性が大きい場所があまり分布しな

いことから，この過剰予測には当該地域が急傾斜地

であることが影響していると考えられる． 
次に，SGDAS の斜面災害発生可能性予測におい

ては，先述したように脆弱な地質地域の予測結果は

より危険側に評価される仕組みとなっている（神谷

ほか，2014）ため，その判断に用いられている 20 万

分の 1 日本シームレス地質図（脇田ほか，2009；以

下「シームレス地質図」という．）を用いて脆弱な地

質の分布を確認し，実際の土砂崩壊発生地点及び斜

面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域との関

係を調べることとした． 
シームレス地質図と実際の土砂崩壊発生地点及び

斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域を重

ね合わせたものを図-16 に示す．この図を見ると，実

際の土砂崩壊は中期～後期更新世の火砕流堆積物

（No.902，903）や中期～後期更新世の苦鉄質火山岩

類（No.1002，1010），後期更新世の珪長質火山岩類

（No.822），完新世の苦鉄質火山岩類（No.1001）で

集中して発生していることが分かる．実際，現地調

査では上記の No.1002，1010 に相当する阿蘇カルデ

ラ外輪山等を構成する中期～後期更新世の先阿蘇火

山岩類（小野・渡辺，1985）や上記の No.902，903 に

 

 
図-13  推計震度と土砂崩壊発生地点及び図-5 で示した斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域の重

ね合わせ図．背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成． 
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図-10  斜面の傾斜度と土砂崩壊発生地点及び図-5 で示した斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域の重ね合わ

せ図．斜面の傾斜度は基盤地図情報 10m メッシュ標高を用いて算出． 
 

 

図-11  傾斜度帯ごとの土砂崩壊発生地点数のヒスト

グラムと土砂崩壊発生密度（折れ線グラフ）．0
～50 度までは 5 度ごと，50 度以上は 10 度ご

との区間としている． 

 

 

図-12  斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領

域内の傾斜度ヒストグラムと累積比率．0～50
度までは 5 度ごと，50 度以上は 10 度ごとの区

間としている． 
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相当する火砕流堆積物，対象地域を広範に覆う，シ

ームレス地質図では表現されないテフラ等の降下火

山砕屑物で土砂崩壊が多発したことが報告されてい

る（黒木，2016；中村，2016；宮縁，2016；渡邉ほ

か，2017 など）．一方で，SGDAS による斜面災害の

発生可能性が過剰予測となった益城山地や九州山地

南部北縁では，実際の土砂崩壊の集中発生域と共通

する地質は中期～後期更新世の火砕流堆積物（No. 
902，903）のみであり，その他は一般的に脆弱な地

質とされながらも今回の地震では土砂崩壊がほとん

ど発生しなかった付加体（No. 417，430），広域変成

岩類（No. 1661，1663，1680），超苦鉄質岩類（No. 
555）が分布している．すなわち，これらの脆弱な地

質分布を考慮した評価が過剰予測に影響している可

能性がある． 
以上から，実際には土砂崩壊がほとんど発生しな

かった益城山地や九州山地南部北縁で斜面災害の発

生可能性が過剰予測された要因は，脆弱な地質で急

傾斜地が発達し，震度が 5 強以上という，斜面災害

の発生可能性をより危険側に評価する条件が揃った

ことだと考えられる．つまり，修正六甲式のアルゴ

リズムまたは脆弱な地質の評価への寄与方法を改良

する必要があることを示している． 
 
5.2 液状化のケース 
液状化の場合，検証 1 では低一致率，高空振り率，

検証 2 では見逃し地点の割合が大きいことが示され，

 
予測の妥当性は低いと判断された．また，発生可能

性が大きい場所の集中領域と実際の液状化発生地点

の高カーネル密度領域とは必ずしも重ならなかった

（図-9）．先述のように，液状化の発生可能性は表-1
に基づいて推計震度と地形分類情報との関係から判

定されており，まず実際の液状化がどの地形区分で

どれくらい発生しているかを調べた． 
 SGDASの液状化判定で使用されている 250mグリ

ッドサイズの地形分類情報と液状化発生地点を重ね

合わせたものを図-17 に，地形区分ごとの液状化発

生地点数と発生密度を図-18 に示す．図-18 を見ると

発生数は後背湿地が突出しており，次いで扇状地，

火山山麓地，干拓地で多くなっている．一方で，発

生密度は旧河道や扇状地で大きくなっており，その

後に後背湿地や自然堤防，砂礫質台地，干拓地など

が続く．これらの傾向は若松ほか（2017）の結果と

も調和的であるが，表-1 で示しているように，一般

的には扇状地や砂礫質台地での液状化発生可能性は

低く，火山山麓地ではほとんど発生しない（表-1 で

は震度 7 でも発生可能性 1）と考えられている．今

回，扇状地での発生数・発生密度が大きくなったの

は，液状化が多発した阿蘇谷の広い範囲が 250m グ

リッドサイズの地形分類情報では扇状地（火山麓扇

状地）とされていたためである．また，砂礫質台地

の発生密度が比較的大きくなったのは，南郷谷の液

状化発生域の多くが砂礫質台地とされていたためで

ある．ここで，阿蘇谷において 1:30,000 火山土地条 

 

図-14  推計震度ごとの土砂崩壊発生地点数（棒グラ

フ）と土砂崩壊発生密度（折れ線グラフ） 
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図-15  SGDAS の斜面災害の発生可能性が大きい場所

の集中領域内の推計震度別セル数（棒グラフ）

及び累積比率（折れ線グラフ） 
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件図「阿蘇山」（国土地理院，1994）と比較すると（図

-19），250m グリッドサイズの地形分類情報で扇状地

とされている範囲の一部は谷底平野・氾濫原（後背

湿地）となっており，実際の液状化はそれらの地形

やそれに隣接する緩傾斜の扇状地で発生しているこ

とが分かる．また，図-17 では白川中流域の北側及び

南側に分布する火山山麓地（実際には台地・段丘）

上に液状化発生地点が散在しており，火山山麓地で

の発生数が比較的多くなったのはこれによるものと

考えられるが，実際にはその台地・段丘を刻む細長

い谷底低地や台地・段丘上の浅い谷などで液状化が

発生している． 

次に，SGDAS による液状化の発生可能性が大きい

場所の集中領域における地形区分の面積及び面積率

を求めると（図-20），後背湿地や干拓地が突出して

大きく，ともに 3 割強を占め，次いで谷底低地や三

角州・海岸低地，自然堤防の割合が高くなっている． 
以上の結果は，実際に液状化が集中して発生した

地形区分と，SGDAS による液状化の発生可能性が大

きい場所の集中領域の地形区分とが必ずしも一致し

ないことを示しているが，これは 250m グリッドサ

イズの地形分類情報では実際の細かな地形区分を十

分に表現できていない，または，地形分類手法が異

なることによる区分の相違が生じていることによる

 
図-16  シームレス地質図と実際の土砂崩壊発生地点及び斜面災害の発生可能性が大きい場所の集中領域を重ね合わ

せ図．地質凡例は脇田ほか（2009）の凡例を統合・簡略化するとともに，主要なもののみを明示している．

背景の陰影図は基盤地図情報 10m メッシュ標高を基に作成． 
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と考えられる．また，若松ほか（2017）でも指摘さ

れているように，この地域の地下水位は非常に高く，

地形分類情報だけでは表現されない地域固有の特殊

要因が働いている可能性もある．白川中流域におけ

る見逃しも，同様の理由で生じていると考えられ，

青山・宇根（2016）や若松ほか（2017）による詳細

な土地条件との関係性の分析でも，250m グリッドサ

イズの地形分類情報では（場合によっては 1:25,000
土地条件図レベルでも）表現されない旧河道や細い

水路沿い，局所的な盛土地や埋戻し地などで液状化

が多発したことが示されている． 
さらに，実際の液状化発生地点及び液状化の発生

可能性が大きい場所の集中領域と推計震度との関係

を調べてみると，両者とも震度 6 弱～6 強の範囲を

中心に分布していた（図-21，22）．若松ほか（2017）
によると，熊本地震による液状化のほぼすべてが震

度 5 強以上で発生しており，その結果とも調和的で

ある．過剰予測となった菊池平野（干拓地）の内陸

部も震度 6 弱であり，経験的な予測手法においては

液状化が発生してもおかしくないと言え，阿蘇谷等

と同様，地域固有の特殊要因により発生しなかった

可能性がある． 
以上を考慮すると，SGDAS による液状化発生可能

性予測の妥当性の低さは，使用している地形分類情

報の空間分解能の不足または地形区分の相違による

見逃しや，阿蘇谷や菊池平野の内陸部のような経験

 

 
図-17  SGDAS の液状化発生可能性予測で使用している 250m メッシュ地形分類情報（若松・松岡，2009）と

液状化発生地点及び液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地
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則から外れる地域固有の特殊要因によって生じたと

考えられる．すなわち，妥当性を向上させるために

は，予測に使用する地形分類情報の高解像度化や地

形区分の細分化，地域固有の特殊要因をどのように

評価手法に組み込むかの検討が必要と考えられる．

地形分類情報の高解像度化については，例えば土地

条件図等の詳細な地形分類情報が存在する地域はそ
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する方法が考えられる．また，石井ほか（2011）や

中埜（2016）の方法によって 250m グリッドサイズ

の地形分類情報を細分化（50m グリッドサイズ化）

したデータを作成・使用することも有効と考えられ

る． 
 

 

図-18  地形区分ごとの液状化発生地点数（灰色棒グラフ）と液状化発生密度（青枠棒グラフ） 
 

 

図-19  阿蘇谷における 250m グリッドサイズ地形分類（左）と 1:30,000 火山土地条件図「阿蘇山」（右）及び液

状化発生地点（黒点）分布．250m グリッドサイズ地形分類の凡例は図-17 を参照． 
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と考えられる．また，若松ほか（2017）でも指摘さ

れているように，この地域の地下水位は非常に高く，

地形分類情報だけでは表現されない地域固有の特殊

要因が働いている可能性もある．白川中流域におけ

る見逃しも，同様の理由で生じていると考えられ，

青山・宇根（2016）や若松ほか（2017）による詳細

な土地条件との関係性の分析でも，250m グリッドサ

イズの地形分類情報では（場合によっては 1:25,000
土地条件図レベルでも）表現されない旧河道や細い

水路沿い，局所的な盛土地や埋戻し地などで液状化

が多発したことが示されている． 
さらに，実際の液状化発生地点及び液状化の発生

可能性が大きい場所の集中領域と推計震度との関係

を調べてみると，両者とも震度 6 弱～6 強の範囲を

中心に分布していた（図-21，22）．若松ほか（2017）
によると，熊本地震による液状化のほぼすべてが震

度 5 強以上で発生しており，その結果とも調和的で

ある．過剰予測となった菊池平野（干拓地）の内陸

部も震度 6 弱であり，経験的な予測手法においては

液状化が発生してもおかしくないと言え，阿蘇谷等

と同様，地域固有の特殊要因により発生しなかった

可能性がある． 
以上を考慮すると，SGDAS による液状化発生可能

性予測の妥当性の低さは，使用している地形分類情

報の空間分解能の不足または地形区分の相違による

見逃しや，阿蘇谷や菊池平野の内陸部のような経験

 

 
図-17  SGDAS の液状化発生可能性予測で使用している 250m メッシュ地形分類情報（若松・松岡，2009）と

液状化発生地点及び液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域の重ね合わせ．背景の陰影図は基盤地

図情報 10m メッシュ標高を基に作成．1 級河川データは国土数値情報を使用． 

則から外れる地域固有の特殊要因によって生じたと

考えられる．すなわち，妥当性を向上させるために

は，予測に使用する地形分類情報の高解像度化や地

形区分の細分化，地域固有の特殊要因をどのように

評価手法に組み込むかの検討が必要と考えられる．

地形分類情報の高解像度化については，例えば土地

条件図等の詳細な地形分類情報が存在する地域はそ

れを用い，存在しない地域は現状の 250m グリッド

サイズのデータを用いるといったハイブリッド型に

する方法が考えられる．また，石井ほか（2011）や

中埜（2016）の方法によって 250m グリッドサイズ

の地形分類情報を細分化（50m グリッドサイズ化）

したデータを作成・使用することも有効と考えられ

る． 
 

 

図-18  地形区分ごとの液状化発生地点数（灰色棒グラフ）と液状化発生密度（青枠棒グラフ） 
 

 

図-19  阿蘇谷における 250m グリッドサイズ地形分類（左）と 1:30,000 火山土地条件図「阿蘇山」（右）及び液

状化発生地点（黒点）分布．250m グリッドサイズ地形分類の凡例は図-17 を参照． 
 

65地震時地盤災害推計システム（SGDAS）の妥当性の検証



 

 
 

 
図-20  SGDAS の液状化の発生可能性が大きい場所の集中領域内の地形区分ごとの面積（黒数字）

及び面積率（青字百分率） 
 

図-21  推計震度ごとの液状化発生地点数（棒グラフ）

及び液状化発生密度（折れ線グラフ） 
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図-22  SGDAS の液状化の発生可能性が大きい場所の

集中領域内の推計震度セル数（棒グラフ）及び

累積比率（折れ線グラフ） 
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5. まとめと課題 
これまで一定の有用性が確認されていた SGDAS

による地震時地盤災害発生可能性予測について，

2016 年熊本地震で発生した斜面災害（斜面崩壊，地

すべり）と液状化の事例を基に検証した．その結果，

斜面災害予測は，実際の土砂崩壊発生箇所を概ねカ

バーできていたが，土砂崩壊が実際にはほとんど発

生しなかった地域を過剰に予測しており，予測に使

用している修正六甲式のアルゴリズム（特に傾斜度

の寄与度）または脆弱な地質の評価への寄与方法を

改良する必要があることが明らかとなった． 
また，液状化予測においては見逃しが多発したが，

これは SGDAS で使用している地形分類情報の空間

分解能の不足や従来の経験則から外れる地域固有の

特殊要因によると考えられ，予測に使用する地形分

類情報の高分解能化・細分化の必要性や，それだけ

では表現しきれない地域固有の特殊要因の予測手法

への取り込み方法の検討の必要性が明らかとなった．

さらに，使用する地形分類情報を高分解能化すると

それだけ計算処理に時間を要するため，実用的な処

理時間が担保できるかどうかの検討も必要である．

今後の SGDAS の利活用の方向性も含めて，改良の

必要性等の議論が必要と考える． 
 

（公開日：平成 30 年 5 月 29 日） 
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5. まとめと課題 
これまで一定の有用性が確認されていた SGDAS

による地震時地盤災害発生可能性予測について，

2016 年熊本地震で発生した斜面災害（斜面崩壊，地

すべり）と液状化の事例を基に検証した．その結果，

斜面災害予測は，実際の土砂崩壊発生箇所を概ねカ

バーできていたが，土砂崩壊が実際にはほとんど発

生しなかった地域を過剰に予測しており，予測に使

用している修正六甲式のアルゴリズム（特に傾斜度

の寄与度）または脆弱な地質の評価への寄与方法を

改良する必要があることが明らかとなった． 
また，液状化予測においては見逃しが多発したが，

これは SGDAS で使用している地形分類情報の空間

分解能の不足や従来の経験則から外れる地域固有の

特殊要因によると考えられ，予測に使用する地形分

類情報の高分解能化・細分化の必要性や，それだけ

では表現しきれない地域固有の特殊要因の予測手法

への取り込み方法の検討の必要性が明らかとなった．

さらに，使用する地形分類情報を高分解能化すると

それだけ計算処理に時間を要するため，実用的な処

理時間が担保できるかどうかの検討も必要である．

今後の SGDAS の利活用の方向性も含めて，改良の

必要性等の議論が必要と考える． 
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要 旨 

平成23年（2011年）東北地方太平洋沖地震（M9.0，
最大震度7）の余効変動により、水準点測量成果に生

じた実際の標高との乖離を解消するため，平成27年
度から平成29年度まで日本水準原点から東北地方の

広い範囲で水準測量を実施した．この結果に基づき，

平成28年度の太平洋側に引き続き，平成29年度は内

陸から日本海側の水準点測量成果の改定を行った． 

 
1. はじめに 

国土地理院では，平成23年(2011年)東北地方太平

洋沖地震（以下「東北地方太平洋沖地震」という．）

に伴い広い範囲で地殻変動が観測されたことから平

成23年10月に測量成果の改定を行った． 

しかし，地震後の余効変動の影響は，東北地方の

広い範囲で確認されているため，平成27年度から平

成29年度にかけて水準測量を実施し，特に変動が大

きい太平洋側の測量成果については，平成28年度に

測量成果の改定を行った（井上ほか，2017）． 

一方，内陸部から日本海側にかけては，太平洋側

に比べて変動量は小さいものの，電子基準点の観測

結果から最大15cm程度の上下変動があることがわ

かっている．このため，改定した太平洋側の水準点

との整合を図る必要があること，公共測量等に正確

な高さの基準を与える必要があること等から，平成

29年度に測量成果の改定を行った． 

本稿では，平成27～29年度の測量結果から東北地

方の日本海側を中心に実施した水準点と電子基準点

（標高）の測量成果の改定について報告する. 

 

2. 水準点測量成果の改定 
2.1 水準点改測作業の概要 

2.1.1 実施した水準測量の概要 

実施した水準路線と測量の精度（環閉合）を図-1
に示す．水準測量は3年に分けて実施し，平成27年度

実施を緑色，平成28年度実施を青色，平成29年度実

施を赤色で示す．  
 

2.1.2 観測精度の検証 
水準測量で得られた比高データは，環閉合計算に

より精度評価を行った．環閉合させた 3 つの環につ

いては，いずれも良好な精度が得られた．測量時期

に約2年間の違いがある平成27年度の実施路線を含

む環においても良好な結果が得られた理由としては，

余効変動に伴う標高の変動が，太平洋沿岸部におい

て引き続き比較的大きいものの，その範囲が徐々に

狭くなっていることが挙げられる． 

 

図-1 水準測量路線図と環閉合結果 
 

2.2 水準点の測量成果改定の計算手順 
2.2.1 水準網平均計算の固定点と測量成果改定範囲

の決定 

測量成果の改定は，「復旧測量作業実施要領（平成

28 年 3 月改正）」に基づき実施した．以下に，復旧

測量作業実施要領を抜粋する． 
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